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１．レベニューキャップ制度の概要
２．審査の進捗
（１）概要
（２）検証の一例
①事業計画（第14・15回料金制度専門会合）
②前提計画（第17回料金制度専門会合）
③次世代投資計画（第19回料金制度専門会合）
④制御不能費用（第18・21回料金制度専門会合）
⑤事後検証費用（第18・21回料金制度専門会合）
⑥事業報酬率（第18回料金制度専門会合）
⑦CAPEX費用（第19回料金制度専門会合）
⑧OPEX費用（第20回料金制度専門会合）

3 ．その他
今後のスケジュール及び検証を通じた効果



検証の一例（事後検証費用）
事後検証費用 ー費用全体における具体的検証事項ー
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費用分類の適正性について

実績値、見積り値の推移について

 過去実績値及び規制期間の見積り値において、異常な推移の有無を確認する。異常な推移があると判断された
場合には、その理由の適切性等の検証を行う。

 規制期間の見積りと過去実績（約定結果含む）に大きな差異の有無を検証する。ある場合、その理由の合理性
について検証を行う。

 事後検証費用として計上された各費用について、本来であれば、その他費用など他の査定区分に分類すべきものが
含まれていないか（託送料等）について検証を行う。

 事後検証費用全体において、以下の事項について検証を行う。



検証の一例（事後検証費用）
事後検証費用（調整力費用以外）
ー個別費用における具体的検証項ー
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 過去実績を参照する期間（５年間あるいは１０年間）については、事業者ごとに過去の災害発生等の状況も踏まえ、より実態に
即した方を採用しているか、その妥当性について検証する。

 事後検証費用の個別費用ごとに、以下の事項について検証を行う。

 振替供給電力量については、今後の再エネ大量導入等に伴う潮流変化によって変動することから、申請直近の2021年度の費用
実績値等をもとに見積もっていることを検証する。

事業者間精算費

災害復旧費用

 規制期間の見積りは、合理的な算定根拠に基づいていること（広域機関の試算結果との整合性を含む）を検証する。

発電抑制に要する費用

 補償費の過去実績を参照するに当たり、特定の事情による支出などが計上されていることで、補償費の計上が過大となっていないか
を検証する。

 補償費の過去実績を参照するに当たり、その実績費用に不適切支出に関連する金額などが計上されていないか（過去実績から除
外していること）を検証する。

補償費

 申請時点で策定されている広域系統整備計画等との整合性を検証する。

託送料



第18回料金制度専門会合
資料3（2022年9月7日）一部修正検証の一例（事後検証費用）

⑤-1：託送料（地域間連系設備の増強等に係る費用）
ー見積り方法及び検証項目ー
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 託送料の見積り方法及び検証項目は以下のとおり整理している。

 託送料のうち、連系線の増強等に係る費用については、申請時点で策定されている広域系統整備計画に基づく金額を基本として、
妥当な金額となっていることを審査する。

審査要領より抜粋

託送料
（地域間連系設備の
増強等に係る費用）

概要：地域間連系線の増強費用のうち、9社で負担することとなっている費用
単価・量：広域系統整備計画等を踏まえ決定された増強費用から、一定のルールに基づいて算定

 申請段階で広域系統整備計画が策定されている地域間連系線の増強案件において、全国負担分と整理されている費用を、見
積り費用に算入することとする。

※なお、規制期間中に広域系統整備計画が策定される案件については、事後調整により対応することとする。

期初の見積り方法

 申請時点で策定されている広域系統整備計画等との整合性を検証する。

託送料



検証の一例（事後検証費用）
⑤-1：託送料（地域間連系設備の増強等に係る費用）
ー増強対象設備ー

設備 計上エリア 計上年度

北本連系設備 北海道、東北、東京 2017-2027

新々北本連系設備 北海道、東北、東京、北陸、中部、関西、中国、四国、九州 2027

東北東京間連系線 北海道、東北、東京、中部、北陸、関西、中国、四国、九州 2027

佐久間周波数変換設備、佐久間
東幹線及び西幹線 東北、東京、中部、北陸、関西、中国、四国、九州 2017-2027

東京中部間連系設備 北海道、東北、東京、中部、北陸、関西、中国、四国、九州 2024-2027

新信濃１号周波数変換設備及
び関連設備 北海道、東北、東京、中部、北陸、関西、中国、四国、九州 2017-2027

新信濃２号周波数変換設備及
び東清水連系設備 東京、中部、関西 2017-2027

飛騨信濃周波数変換設備 北海道、東北、東京、中部、北陸、関西、中国、四国、九州 2020-2027

南福光連系設備 中部、北陸、（関西：第３区分費用から事後検証費用へ） 2017-2027

 地域間連系設備に係る費用計上の状況は以下のとおり。
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検証の一例（事後検証費用）
⑤-1：託送料（地域間連系設備の増強等に係る費用）ー検証結果ー
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会社
参照期間 規制期間

2017 2018 2019 2020 2021 2023 2024 2025 2026 2027

北海道電力NW 6 6 5 31 331 244 244 215 225 265

東北電力NW 680 651 744 949 1,890 1,644 1,645 1,552 1,584 1,679

東京電力PG 3,323 3,637 3,586 3,394 7,017 6,313 6,314 7,653 8,583 11,537

中部電力PG 1,649 2,086 2,259 1,499 2,530 2,411 2,387 2,502 2,504 2,684

北陸電力送配電 307 308 395 457 831 612 582 556 503 550

関西電力送配電 1,173 1,160 1,132 1,384 2,660 3,116 3,116 3,235 3,295 3,266

中国電力NW 25 25 25 78 678 511 510 454 477 578

四国電力送配電 6,255 6,246 6,197 5,067 5,106 4,792 5,516 5,682 5,651 5,706

九州電力送配電 30 30 30 109 994 737 738 656 690 835

沖縄電力 - - - - - - - - - -

 地域間連系設備に係る費用のみが算入されていることについて、各案件の契約書等を確認したところ、一部の一般送配電事
業者において、以下の計上額の誤り及び費用分類の誤りがあったため、修正を求めることとしたい。
・北海道：北本連系設備について、その他費用から振替（＋215億円）
・東京：新信濃２号及び東清水約1億について、計上額の誤り（▲1億円）
・関西：南福光について、その他費用から振替（＋0.5億円）
・四国：阿南変換所、本四連系線について、その他費用へ振替（▲52億円）

（単位：百万円）＜託送料：参照期間及び規制期間の推移＞
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検証の一例（事後検証費用）
⑤-2：補償費 ー見積り方法及び検証項目ー
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補償費

概要：契約・協定・覚書等による補償義務に基づいて定期的または臨時的に支出する費用及び事業に関連して発生する他
人や他人資産の傷害・損害等に対する賠償金

単価：損失補償における補償金額については、国のガイドラインに基づいて合理的な金額が決定されるため、効率化困難。損
害賠償については、当事者同士の交渉で賠償額が決まることを踏まえて、どのように考えるか。

量 ：補償案件や賠償案件の発生は不可避であり、効率化困難

 補償費については、将来における発生額が精緻に予測できないことを踏まえ、2017年度～2021年度の５年間における実績値を、
見積り費用とする。ただし、当該実績値において１件当たりの金額が非常に大きいケース等については、その妥当性や見積り額に算
入することの是非を検討する。

期初の見積り方法

 補償費については、参照期間における実績額を基本として、妥当な金額となっていることを審査する。ただし、参照期間において多額
の実績額が発生している場合には、それを収入の見通しに算入することの妥当性を審査する。

審査要領より抜粋

 補償費の見積り方法及び検証項目は以下のとおり整理している。

 補償費の過去実績を参照するに当たり、特定の事情による支出などが計上されていることで、補償費の計上が
過大となっていないかを検証する。

 補償費の過去実績を参照するに当たり、その実績費用に不適切支出に関連する金額などが計上されていない
か（過去実績から除外していること）を検証する。

補償費



検証の一例（事後検証費用）
⑤-2：補償費 ー検証結果ー
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会社
参照期間 規制期間

2017 2018 2019 2020 2021 5年平均 5年平均

北海道電力NW 295 264 350 244 282 287 324

東北電力NW 382 351 206 186 139 253 253
「修繕費」伐採補償費を加算 1,048 1,051 853 834 784 914 930

東京電力PG 806 3,812 757 963 990 1,466 887
「修繕費」伐採補償費を加算 1,248 4,344 1,278 1,438 1,358 1,934 1,316

中部電力PG 808 963 1,023 744 1,639 1,035 1,097

北陸電力送配電 355 411 404 379 467 403 403

関西電力送配電 1,666 1,839 1,576 1,476 1,980 1,707 1,707

中国電力NW 1,471 2,364 901 730 763 1,246 1,083

四国電力送配電 134 136 116 140 113 128 128

九州電力送配電 848 871 805 798 683 801 802

沖縄電力 61 17 7 4 75 33 12

 各社とも、原則として過去実績値を規制期間の見積り値に算入していた。
 東京、中国及び沖縄は、過去実績値から特定の案件について多く支払った補償費を控除した額を算入額としていることを確認した。（東京：
2018年度、中国：2017,2018,2020年度、沖縄：2017、2021年度）
 関西電力送配電は、参照期間に実際に支払った補償費から不適切な支出分を控除した額を過去実績値として計上し、規制期間の見積り値
に算入していることを確認した。

一方、それでもなお他社と比べて過去実績値が多額である点は、関西電力送配電より説明を求め、その結果、継承鉄塔（主に低鉄塔）の割
合が他社に比べて高いことや、設備状況や周辺環境および改修費用・維持費用を踏まえた経済性等を勘案していること等が確認できたことから、
問題ないと判断がなされている。

＜補償費：参照期間の推移、参照期間及び規制期間の5年平均比較＞

※一部の会社においては、伐採に係る補償料を修繕費（その他費用）に区分していることから、他社との比較の観点から参考値としてその金額を加算している。



検証の一例（事後検証費用）
【参考】⑤-2：補償費
ー関西電力送配電における不適切支出に係る件ー
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 不適切に支払われた額については、コンプライアンス委員会の調査結果を基に算定。



検証の一例（事後検証費用）
【参考】⑤-2：補償費
ー関西電力送配電における不適切支出に係る件ー

第18回料金制度専門会合
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 関西電力送配電においては、送電線近接樹木の保安伐採業務において不適切処理が判明。



検証の一例（事後検証費用）
【参考】⑤-2：補償費
ー関西電力送配電における不適切支出に係る件ー

第18回料金制度専門会合
資料3-2（2022年9月7日）一部修正
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関西電力送配電提出資料



検証の一例（事後検証費用）
【参考】⑤-2：補償費
ー関西電力送配電における不適切支出に係る件ー

第18回料金制度専門会合
資料3-2（2022年9月7日）一部修正
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関西電力送配電提出資料



検証の一例（事後検証費用）
【参考】⑤-2：補償費
ー関西電力送配電における不適切支出に係る件ー

第18回料金制度専門会合
資料3-2（2022年9月7日）一部修正
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関西電力送配電提出資料



検証の一例（事後検証費用）
【参考】⑤-2：補償費
ー関西電力送配電における不適切支出に係る件ー
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